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1.  平成24年3月期第2四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年9月30日） 

上記連結経営成績は、株式会社栄光の連結経営成績であります。 

(2) 連結財政状態 

上記連結財政状態は、株式会社栄光の連結財政状態であります。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第2四半期 20,433 11.4 2,296 14.8 2,152 16.5 1,002 45.3
23年3月期第2四半期 18,342 △8.8 2,000 2.9 1,847 △8.1 689 △34.8

（注）包括利益 24年3月期第2四半期 1,050百万円 （30.2％） 23年3月期第2四半期 806百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第2四半期 49.05 ―
23年3月期第2四半期 40.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第2四半期 25,533 12,123 44.9
23年3月期 29,078 11,254 36.5
（参考） 自己資本   24年3月期第2四半期  11,462百万円 23年3月期  10,614百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
24年３月期第２四半期末の配当実績は、株式会社栄光の配当実績であります。また、24年３月期期末の配当予想は、栄光ホールディングス株式会社の配当予
想であります。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00
24年3月期 ― 10.00
24年3月期（予想） ― 10.00 20.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無  
上記連結業績予想は、栄光ホールディングス株式会社の平成24年３月期（平成23年４月１日～平成24年３月31日）の連結業績予想であります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 41,000 9.1 3,600 9.4 3,430 14.3 1,200 32.0 58.88



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

上記発行済株式数は、株式会社栄光の発行済株式数であります。 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料３
ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
 
（決算補足説明資料の入手方法について） 
当社は、平成23年11月10日（木）にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料につきましては、開催後栄光ホールディング
ス株式会社のホームページに掲載する予定です。 

4.  その他

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期2Q 21,873,024 株 23年3月期 21,873,024 株
② 期末自己株式数 24年3月期2Q 1,361,323 株 23年3月期 1,493,478 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期2Q 20,440,985 株 23年3月期2Q 17,197,914 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）におけるわが国の経済は、東日本大

震災の影響、海外経済の下振れ懸念、円高の進行等により、先行き不透明な状況で推移しました。 

当教育サービス業界におきましても、こうした経済情勢に加え、少子化による学齢人口の減少もあって、厳しい

経営環境が続いております。他方、質の高い学習指導への期待、学習内容の増加に主眼を置く新学習指導要領の実

施、今般の文教政策・育児支援に関する議論の活発化等も受けて、教育全般及び当業界への社会の関心は高まりを

見せております。 

こうした状況のもとで、当社グループは、事業の方向性を教育サービス分野に特化し経営資源を集中することに

より、学習塾部門を中心とする既存事業の充実と、これらとのシナジー効果が期待できる新市場への進出を図って

おります。 

その一環として、昨年、語学関連企業７社を子会社化し、平成23年４月１日に、経営・業務全般の効率化を図る

ため、これら７社を、語学教室を運営する㈱シェーンコーポレーションと語学教室向け教材販売を行う㈱ネリーズ

の２社に再編いたしました。 

また、業務提携先との協働事業を推進しており、㈱増進会出版社（Ｚ会グループ）とは通信教育教材と対面スク

ーリングを組み合わせたサービスの提供、教材等のコンテンツの共同開発・共有と販売ルートの拡大、㈱進学会と

は科学実験教室の手法・コンテンツの共有、㈱リンクアンドモチベーションとはモチベーションアップを促すノウ

ハウを取り入れた学習塾、新卒学生の職業紹介、大学生・社会人向け教育サービスを行う企業の共同運営等の施策

を実施してまいりました。さらに、平成23年８月には、㈱ウィズダムアカデミー及び㈱増進会出版社との合弁で、

㈱ソーシャルシェアリングサービスを設立し、学習塾、語学スクール、学童保育等の教育サービスを総合的に提供

する施設の開設準備を進めております。 

なお、当社は、平成23年10月３日より、単独株式移転の方法により設立された持株会社である栄光ホールディン

グス株式会社の完全子会社となっております。  

当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績は、教育事業の学習塾部門の生徒数がやや伸び悩んだものの、

上記の語学関連企業の業績が加わったことなどにより、連結売上高は20,433百万円（前年同期比11.4％増）となり

ました。利益面につきましても、増収等が寄与し、営業利益は2,296百万円（同14.8％増）、経常利益は2,152百万

円（同16.5％増）、四半期純利益は1,002百万円（同45.3％増）とそれぞれ伸長しました。なお、四半期純利益の

増加につきましては、前年同期に比べ特別損失が抑制されたことなども影響しております。 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

〔教育事業〕  

教育事業の学習塾部門（学習塾「栄光ゼミナール」等）におきましては、当第２四半期連結累計期間中に６校

を新設（新規併設１校を含む）する一方で、東日本大震災で被災し復旧が困難な教室を中心に９校を統廃合した

ことにより、合計で381校体制（併設65校を含む）となりました。生徒数につきましては、上記の統廃合に加え

て集客のための広告宣伝活動を東日本大震災の発生後に控えたことなどが影響し、期中平均生徒数は66,813名

（前年同期比0.9％減）となっておりますが、各教室における学習指導・営業活動両面への注力、さらに広告宣

伝活動の再開により、生徒数は徐々に回復しております。運営面では、毎年夏に日本屈指のスケールで開催して

いる学力向上イベント「栄光の森」におきまして、前年度に続き10,000名を超える参加者を確保することができ

ました。 

語学教育部門（語学教室「シェーン英会話」等）におきましては、教室数は179校（フランチャイズ教室43校

を含む）、期中平均生徒数は19,080名となっております。また、会社合併や広告宣伝の強化を行い、収益性・効

率性の向上を図りました。 

当第２四半期連結累計期間のセグメントの業績は、学習塾部門において、東日本大震災の影響等を受けて３月

中に実施できなかった一部の授業を振替実施したこと、また、語学教育部門の業績が加わったことなどにより、

売上高は16,991百万円（前年同期比11.7％増）、セグメント利益は、2,948百万円（同12.0％増）となりまし

た。 

なお、当第２四半期連結累計期間に実施した学習塾部門における教室の新設・新規併設・統廃合及びブランド

展開の状況は以下のとおりであります。 

《新設・新規併設・統廃合校》  

新 設 校  町屋校、東小金井校、南大沢校、若葉台校（以上、東京都） 本八幡校（千葉県） 

新規併設校  ビザビ王子校（東京都） 

統 廃 合校  石巻校、土樋校、鶴ヶ谷校、泉パークタウン校、名取ショッピングセンター校、 

ビザビ仙台校、ビザビ成田校（以上、宮城県） 

四条大宮校（京都府）、北24条校（北海道） 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報
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《ブランド展開の状況》 

（平成23年９月30日現在 教室数には併設校を含む） 

（注）「栄光ゼミナール」は主に小中学生を対象とする進学指導塾、「ナビオ」は現役高校生を対象と

する学習塾、「ビザビ」は個別指導専門塾であります。  

  

〔教育ソリューション事業〕 

教育ソリューション事業（学校、学習塾等の教育機関に対する総合支援事業）の中核である㈱エデュケーショ

ナルネットワークにおきましては、学習塾用教材・テストの販売を行う教育コンテンツ部門、私学の生徒募集活

動を支援する募集広告部門「スクールネットワーク」、教職員の派遣・紹介部門「イー・スタッフ」等の部門が

連携を深めることにより、ソリューションの強化を推進しております。また、前期より英語教材等の販売に実績

を有する㈱ネリーズ（語学教材部門）が加わり、サービスの一層の拡大・深化を進めております。 

当第２四半期連結累計期間のセグメントの業績は、教育コンテンツ部門及び教職員の派遣・紹介部門の増収や

語学教材部門の業績が加わったことなどにより、売上高は2,806百万円（前年同期比14.0％増）となりました。

他方、セグメント利益は、募集広告部門及びコンサルティング部門の伸び悩み等により、283百万円（同17.9％

減）となりました。 

  

〔その他の事業〕 

その他の事業におきましては、印刷部門等が教育事業及び教育ソリューション事業とのシナジーも活かして事

業展開を図っております。 

当第２四半期連結累計期間の業績は、印刷部門において一般顧客からの受注が減少したことなどにより、売上

高は635百万円（前年同期比4.3％減）となりました。他方、セグメント利益は、印刷部門におけるコストの抑制

等により21百万円（同38.3％増）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の財政状態については、資産の額は前連結会計年度末に比べ3,545百万円減少し、

25,533百万円（前期末比12.2％減）となりました。これは主に、売掛債権の回収及び借入金の返済を進めたことに

よる現預金の減少等によるものであります。 

負債の額は、前連結会計年度末に比べ、4,414百万円減少し、13,410百万円（同24.8％減）となりました。これ

は主に、借入金の返済及び買掛債務の減少等によるものであります。 

純資産の額は、前連結会計年度末に比べ、869百万円増加し、12,123百万円（同7.7％増）となりました。これは

主に、四半期純利益が1,002百万円計上されたこと等によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

業績予想につきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、さまざまな不確定要

素や今後の内外情勢の変化等により、実際の業績とは異なる場合があります。  

  

栄光ゼミナール ナビオ ビザビ 合計 

303 校 30 校 48 校 381 校 
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２．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,327,033 3,269,900

受取手形及び売掛金 2,377,220 1,005,712

有価証券 18,569 12,457

商品及び製品 945,761 614,370

仕掛品 116,805 262,682

原材料及び貯蔵品 63,340 83,393

その他 1,765,433 1,516,430

貸倒引当金 △30,920 △19,038

流動資産合計 9,583,243 6,745,908

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,405,463 4,360,050

土地 3,768,503 3,611,696

その他（純額） 505,875 430,869

有形固定資産合計 8,679,842 8,402,617

無形固定資産   

のれん 1,193,158 1,197,743

その他 1,076,236 1,009,021

無形固定資産合計 2,269,395 2,206,765

投資その他の資産   

敷金及び保証金 3,321,539 3,264,700

投資不動産（純額） 2,963,499 2,861,612

その他（純額） 2,679,637 2,509,034

貸倒引当金 △418,247 △456,805

投資その他の資産合計 8,546,429 8,178,541

固定資産合計 19,495,667 18,787,923

資産合計 29,078,911 25,533,832

栄光ホールディングス㈱（6053）　平成24年３月期　第２四半期決算短信

－ 4 －



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,125,594 582,353

短期借入金 5,780,184 3,874,826

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 172,200 555,202

返品調整引当金 6,986 12,584

賞与引当金 26,325 25,937

災害損失引当金 3,314 －

その他 4,467,209 3,812,191

流動負債合計 11,681,815 8,963,097

固定負債   

社債 100,000 50,000

長期借入金 4,014,124 2,424,096

退職給付引当金 1,608,611 1,694,155

その他 419,785 278,697

固定負債合計 6,142,520 4,446,950

負債合計 17,824,335 13,410,047

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,265,711 2,265,711

資本剰余金 3,103,144 3,102,041

利益剰余金 5,830,526 6,629,485

自己株式 △618,450 △563,724

株主資本合計 10,580,931 11,433,513

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 34,043 29,147

その他の包括利益累計額合計 34,043 29,147

少数株主持分 639,601 661,123

純資産合計 11,254,575 12,123,784

負債純資産合計 29,078,911 25,533,832
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 18,342,693 20,433,190

売上原価 12,475,160 13,716,783

売上総利益 5,867,533 6,716,406

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 790,620 933,256

給料及び手当 1,105,625 1,352,853

退職給付費用 26,234 36,629

貸倒引当金繰入額 1,261 －

その他 1,943,144 2,097,348

販売費及び一般管理費合計 3,866,885 4,420,087

営業利益 2,000,647 2,296,319

営業外収益   

受取利息 10,676 3,170

受取配当金 14,415 14,743

受取賃貸料 197,213 192,323

貸倒引当金戻入額 － 9,938

その他 13,144 74,289

営業外収益合計 235,450 294,465

営業外費用   

支払利息 71,341 50,748

貸倒引当金繰入額 27,922 46,011

賃貸費用 260,060 262,501

その他 29,720 79,263

営業外費用合計 389,045 438,525

経常利益 1,847,053 2,152,258

特別利益   

固定資産売却益 435 14,521

保険解約返戻金 34,225 15,625

その他 8 －

特別利益合計 34,668 30,147

特別損失   

固定資産売却損 90,268 －

固定資産除却損 9,870 11,115

投資有価証券評価損 201,000 7,754

減損損失 150,007 160,548

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 122,278 －

その他 52,009 20,330

特別損失合計 625,433 199,749

税金等調整前四半期純利益 1,256,288 1,982,656

法人税、住民税及び事業税 131,854 509,731

法人税等調整額 413,294 417,127

法人税等合計 545,149 926,858

少数株主損益調整前四半期純利益 711,138 1,055,798

少数株主利益 21,233 53,043

四半期純利益 689,905 1,002,755
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 711,138 1,055,798

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 95,742 △5,118

その他の包括利益合計 95,742 △5,118

四半期包括利益 806,881 1,050,679

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 785,706 997,859

少数株主に係る四半期包括利益 21,174 52,820
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 該当事項はありません。   

  

（セグメント情報）  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
教育事業 

教育ソリュー
ション事業 

計 

売上高           

外部顧客への売上高  15,217,251  2,461,066  17,678,317  664,375  18,342,693

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 9,884  881,822  891,707  686,238  1,577,945

計  15,227,136  3,342,889  18,570,025  1,350,614  19,920,639

セグメント利益  2,632,133  345,699  2,977,832  15,871  2,993,703

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  2,977,832

「その他」の区分の利益  15,871

セグメント間取引消去  △2,995

全社費用（注）  △990,061

四半期連結損益計算書の営業利益  2,000,647
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

 該当事項はありません。  

  

（単独株式移転による持株会社の設立） 

 当社は、平成23年５月16日開催の取締役会及び平成23年６月29日開催の定時株主総会決議に基づき、平成23年

10月３日に単独株式移転の方法により持株会社「栄光ホールディングス株式会社」を設立いたしました。 

  

１．単独株式移転による持株会社設立の目的 

（１）グループ経営機能の強化 

持株会社は、親会社として、グループ全体の経営計画策定、経営資源の配分などの全体戦略立案を行い、各

事業会社は、各事業会社における業務執行に集中することにより、グループの経営体制を確立し、経営管理、

コンプライアンス機能等の当社グループにおける経営機能のより一層の強化を行います。  

（２）経営の機動性の向上 

持株会社体制へ移行することにより、グループ各社は業務執行に集中し、また、各事業の責任と権限の明確

化を図ることにより、経営における迅速な意思決定を可能にし、教育関連市場への機動的な対応を行います。

（３）人材育成 

各事業会社の事業特性、市場環境に応じた経営組織と人事制度を導入し、権限委譲による経営責任の明確

化、評価の適切化を進めることで、経営意識向上による人材育成及びモチベーションの向上を図り、グループ

の人材資源を最大限に発揮する体制を整備してまいります。 

（４）企業再編の促進 

現在の厳しい環境、激しい環境の変化の下で、業界内再編の加速化が予想される中、今後の成長戦略を促進

する戦略的な業務提携、Ｍ＆Ａ等による企業再編を、より機動的に行うことが可能になる体制の整備を行いま

す。 

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
教育事業  

教育ソリュー
ション事業 

計 

売上高           

外部顧客への売上高  16,991,280  2,806,262  19,797,543  635,647  20,433,190

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 10,430  955,201  965,631  761,285  1,726,917

計  17,001,710  3,761,464  20,763,175  1,396,932  22,160,107

セグメント利益  2,948,804  283,949  3,232,754  21,945  3,254,700

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  3,232,754

「その他」の区分の利益  21,945

セグメント間取引消去  21,356

全社費用（注）  △979,738

四半期連結損益計算書の営業利益  2,296,319

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）重要な後発事象
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２．株式移転の方法等 

（１）株式移転の日程 

（２）株式移転の方式 

当社を株式移転完全子会社、持株会社を株式移転設立完全親会社とする単独株式移転であります。  

（３）株式移転に係る割当ての内容 

（注）１．株式の割当比率 

当社の普通株式１株に対して、新たに設立する持株会社の普通株式１株を割当交付いたしました。 

２．単元株制度 

持株会社は、単元株制度を採用しており、１単元の株式数は100株であります。  

３．株式移転により交付する新株式数 

持株会社の普通株式21,873,024株を割当交付いたしました。 

なお、本株式移転により当社が取得した持株会社株式は、法令の定めに従って相当の時期に処分いた

します。 

  

（４）株式移転完全親会社の概要 

  

（５）株式移転に伴う会計処理の概要 

本株式移転は、企業会計上の「共通支配下の取引」として処理いたします。  

  

定 時 株 主 総 会 基 準 日 平成23年３月31日（木） 

株 式 移 転 計 画 承 認 取 締 役 会 平成23年５月16日（月） 

株式移転計画承認定時株主総会 平成23年６月29日（水） 

上  場  廃  止  日 平成23年９月28日（水） 

持株会社設立登記日（効力発生日） 平成23年10月３日（月） 

持 株 会 社 上 場 日 平成23年10月３日（月） 

会社名  
栄光ホールディングス株式会社 

（完全親会社） 

株式会社栄光 

（完全子会社） 

株式移転比率  1  1

商 号 栄光ホールディングス株式会社 

本 店 の 所 在 地 東京都千代田区富士見二丁目11番11号 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 近藤 好紀  

資 本 金 の 額 千円 2,265,711

事 業 の 内 容 グループ各社の経営管理及びこれに附帯または関連する業務 
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